
ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版 

 

 （社）全国都市清掃会議は、平成 11 年 8 月に地方公共団体がごみ処理施設整備事業を円滑に

推進できるように、施設整備に係る関係法令・手続や最新のごみ処理技術を解説する参考書籍

「ごみ処理施設整備の計画・設計要領」を発行いたしました。発行以来 6 年余が経過し、この

間、平成 12 年の循環基本法の制定をはじめとして、廃棄物・リサイクル行政は、これまでの公

衆衛生の向上や公害問題の解決から、循環型社会づくりへと大きく転換しつつあります。また、

地方公共団体の廃棄物処理施設整備事業に対する国の財政支援制度は大幅に改正され、平成 17

年度から新たに循環型社会形成交付金制度がスタートしております。一方、廃棄物処理技術に

ついても、ガス化溶融方式の実用施設が稼働し、新たな進展が見られるところであります。 

 このため、当会議は平成 16 年７月に「改訂版作成委員会」及び「同査読委員会」を設置し、

鋭意作業を進めて参りましたが、このたび、ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2006 改訂版）

を発刊いたしました。 

 

体 裁  Ａ4 版 約 815 ページ 

 

定 価  31,500 円（税込価格）  会員価格 23,100 円（税込価格） 

〔送料は全国都市清掃会議で負担いたします〕 
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